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●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2024年４月17日まで 

運 用 方 針 

｢女性活力日本株マザーファンド」受益証券

への投資を通じて、わが国の株式を実質的

な主要投資対象とし、信託財産の中長期的

な成長を目指して積極的な運用を行います｡ 

主要運用対象 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

｢女性活力日本株マザーフ

ァンド」（以下「マザーフ

ァンド」といいます｡）の受

益証券を主要投資対象とし

ます。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

わが国の金融商品取引所に

上場されている株式（上場

予定の株式を含みます。）

を主要投資対象とします。 

組 入 制 限 

女性活力日本株 

フ ァ ン ド 

(ベビーファンド) 

マザーファンドの受益証券

への投資割合には、制限を

設けません。 

株式への実質投資割合に

は、制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

女性活力日本株 

マザーファンド 

(マザーファンド) 

株式への投資割合には、制

限を設けません。 

外貨建資産への投資は行い

ません。 

分 配 方 針 

毎決算時（原則として、毎年４月17日およ

び10月17日、休業日の場合は翌営業日）

に、原則として基準価額水準等を勘案して

委託者が決定します。ただし、分配対象額

が少額の場合には分配を行わないことがあ

ります｡ 

 

 

 

女性活力日本株ファンド 
 

追加型投信／国内／株式 

 

運用報告書（全体版) 
 

 
第19期(決算日：2023年10月17日) 

 

 

受益者のみなさまへ 

平素は、格別のお引立てにあずかり厚く御礼申し上

げます。 

さて、「女性活力日本株ファンド」は、2023年10月17

日に第19期決算を行いました。ここに、期中の運用状

況をご報告申し上げます。 

なお、当ファンドは、運用開始以来ご愛顧いただい

ておりましたが、2024年４月17日に信託期間満了とな

ります。引き続き当社投資信託をご愛顧賜りますよ

う、お願い申し上げます。 

 

ＢＮＹメロン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 

丸の内トラストタワー本館 

＜運用報告書に関するお問い合わせ先＞ 

電話番号：03-6756-4600（代表) 

受付時間：営業日の9：00～17：00 

ホームページ  https://www.bnymellonam.jp/ 
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■最近５期の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

15期(2021年10月18日) 15,125 0 3.0 2,019.23 3.2 98.2 － 1,181 

16期(2022年４月18日) 13,143 0 △13.1 1,880.08 △ 6.9 97.9 － 894 

17期(2022年10月17日) 13,766 0 4.7 1,879.56 △ 0.0 98.0 － 946 

18期(2023年４月17日) 14,380 0 4.5 2,026.97 7.8 97.3 － 1,029 

19期(2023年10月17日) 16,362 0 13.8 2,292.08 13.1 98.3 － 1,016 
 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 

 

■当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2023年４月17日 14,380 － 2,026.97 － 97.3 － 

４月末 14,665 2.0 2,057.48 1.5 97.9 － 

５月末 15,375 6.9 2,130.63 5.1 98.7 － 

６月末 16,286 13.3 2,288.60 12.9 98.5 － 

７月末 16,695 16.1 2,322.56 14.6 98.1 － 

８月末 16,919 17.7 2,332.00 15.0 98.4 － 

９月末 16,809 16.9 2,323.39 14.6 98.7 － 

(期  末)       

2023年10月17日 16,362 13.8 2,292.08 13.1 98.3 － 
 
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 
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◆基準価額の推移 
当期の基準価額の期中騰落率は13.8％となりまし

た。 

一方で、参考指数である東証株価指数（ＴＯＰＩ

Ｘ）の期中騰落率は13.1％となりました。 

 

◆基準価額の主な変動要因 
（上昇要因） 

・東京証券取引所が主導する低ＰＢＲ企業への改革

期待、それに付随した自社株買いや増配の期待 

・海外投資家からの資金流入が継続する等、需給面

の改善 

・訪日外客数の回復等、国内経済活動の本格的な回

復への期待や今後の企業業績への期待 

・日本における女性の就業率や賃金の上昇 

 

（下落要因） 

・欧米中央銀行の積極的な利上げ政策に対する警戒感の醸成 

・日本銀行の今後の政策運営に対する警戒感の高まり 

・ウクライナを巡る地政学リスクの台頭 

 

◆投資環境 
当期の国内株式市場は期初から堅調な値動きとなりました。東京証券取引所が主導する低ＰＢＲ企業への

改革期待、それに付随した自社株買いや増配の期待等が後押しとなった他、海外投資家からの資金流入が継

続する等、需給面の改善等も見られました。結果的にバリュー株（低ＰＢＲ株）は期を通じてグロース株に

優勢な値動きとなりました。 

７月の半ばにかけては、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の利上げへの警戒感や、国内でもＥＴＦ換金売

り等の需給環境悪化への警戒感が醸成されたこともあり、短期的に下落しました。その後、狭いレンジでの

値動きを経た後、９月の半ばに発表された８月の米消費者物価指数（ＣＰＩ）を受け、９月の米国政策金利

の利上げ見送り観測が優勢になったことなどを背景に株価は上昇し、期間内の株価のピークをつけました。

また、為替市場における円安もサポートとなりました。 

９月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）においては、事前予想通り政策金利は据え置かれたものの、メ

ンバーによる金利予想分布図の発表では、前回発表された６月分と比較して、2024年に予想される利下げ幅

が縮小する等、ややタカ派的な内容となったことが嫌気された他、米金利高や米政府閉鎖の可能性への警戒

等が株価の悪材料となりましたが、期末にかけては、やや値を戻し、期間内の取引を終了しました。 
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◆当ファンドのポートフォリオ 
当ファンドは、「女性活力日本株マザーファンド」受益証券を投資対象として運用を行いました。株式の実

質組入比率は概ね高位を保ちました。以下は当該マザーファンドの運用の概要です。 

業種別配分については当期末において小売業、情報・通信業、電気機器などが構成比率の上位を占めまし

た。 

期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は47銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向に鑑み、組入比率の調整も適宜行いました。 

 

◆収益分配 
当期の収益分配については、基準価額の水準等を勘案し、見送りとさせていただきました。分配に充てな

かった収益につきましては、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。 

 

■分配原資の内訳  
 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第19期 

2023年４月18日～ 
2023年10月17日 

当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 6,362 
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

◆今後の運用方針 
＜当ファンド＞ 

引続きファンドの基本方針に則り、マザーファンドへの投資を行います。 

 

＜女性活力日本株マザーファンド＞ 

引続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる「女性の活躍」をテー

マに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指します。 
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■１万口当たりの費用明細 (2023年４月18日～2023年10月17日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信託報酬 118 0.734 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は、16,124円です。 

 （投信会社） ( 62) (0.385) 信託財産の運用指図、法定開示書類の作成、基準価額の算出等の対価 

 （販売会社） ( 53) (0.330) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
管理および事務手続き等の対価 

 （受託会社） (  3) (0.019) 信託財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行等の対価 

（b） 売買委託手数料 3 0.016 (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （株式） (  3) (0.016)  

（c） その他費用 10 0.064 (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （監査費用） (  6) (0.036) 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （印刷） (  4) (0.027) 目論見書、運用報告書等の印刷・交付等に係る費用 

 （その他） (  0) (0.001) 金融商品取引に要する諸費用 

 合 計 131 0.814  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。 
（注）消費税は報告日の税率を採用しています。 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 
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■売買及び取引の状況 (2023年４月18日～2023年10月17日) 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
女性活力日本株マザーファンド 14,847 37,037 80,404 198,353 
 
（注）単位未満は切り捨て。 

 

■株式売買比率 (2023年４月18日～2023年10月17日) 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 
当 期 

女性活力日本株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 209,308千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 1,056,944千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.19 
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

■利害関係人との取引状況等 (2023年４月18日～2023年10月17日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

■組入資産の明細 (2023年10月17日現在) 

親投資信託残高 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

女性活力日本株マザーファンド 470,946 405,389 1,015,096 
 
（注）口数・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

■投資信託財産の構成 (2023年10月17日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

女性活力日本株マザーファンド 1,015,096 98.8 

コール・ローン等、その他 11,929 1.2 

投資信託財産総額 1,027,025 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年10月17日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,027,025,106 

 コール・ローン等 240,958 

 女性活力日本株マザーファンド(評価額) 1,015,096,081 

 未収入金 11,688,067 

(B) 負債 10,967,832 

 未払解約金 2,414,904 

 未払信託報酬 7,873,098 

 その他未払費用 679,830 

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,016,057,274 

 元本 620,981,578 

 次期繰越損益金 395,075,696 

(D) 受益権総口数 620,981,578口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 16,362円 
 
（注）当ファンドの期首元本額は715,957,967円、期中追加設定元

本額は29,817,926円、期中一部解約元本額は124,794,315円
です。 

（注）期末の１口当たり純資産額は1.6362円です。 
 

■損益の状況 (2023年４月18日～2023年10月17日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 125,756,672 

 売買益 147,147,757 

 売買損 △ 21,391,085 

(B) 信託報酬等 △ 8,553,120 

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 117,203,552 

(D) 前期繰越損益金 87,803,938 

(E) 追加信託差損益金 190,068,206 

 (配当等相当額) ( 139,395,166) 

 (売買損益相当額) (  50,673,040) 

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 395,075,696 

(G) 収益分配金 0 

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 395,075,696 

 追加信託差損益金 190,068,206 

 (配当等相当額) ( 139,431,513) 

 (売買損益相当額) (  50,636,693) 

 分配準備積立金 205,007,490 
 
（注）損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費

税等相当額を含めて表示しています。 
（注）損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）計算期間末における費用控除後の配当等収益(7,965,641
円)、費用控除後の有価証券売買等損益額(61,446,506円)、
信託約款に規定する収益調整金(190,068,206円)および分配
準備積立金(135,595,343円)より分配対象収益は395,075,696
円(１万口当たり6,362円)ですが、当期に分配した金額はあ
りません。 

（注）運用の指図にかかる権限を委託するために要する費用：信託
財産に属する親投資信託の受益証券の時価総額に年0.42％
(税抜)の率を乗じて得た額 

 

■分配金のお知らせ 

 当期の分配金はございません。 

 
 

 
 

■お知らせ 

 該当事項はございません。 
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（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2023年10月17日現在) 
＜女性活力日本株マザーファンド＞ 
 下記は、女性活力日本株マザーファンド全体(405,389千口)の内容です。 

国内株式 
 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（4.9％）    

五洋建設 34.8 34.8 29,475 

エクシオグループ 6.5 6.5 19,506 

食料品（1.4％）    

ニチレイ 4.4 4.4 13,943 

化学（2.7％）    

東京応化工業 3.5 2.9 26,604 

ポーラ・オルビスホールディングス 6.1 － － 

医薬品（3.8％）    

アステラス製薬 10.9 9.4 18,099 

参天製薬 14.6 14.6 19,352 

ガラス・土石製品（2.4％）    

ニチアス 7.7 7.7 23,369 

機械（5.6％）    

ディスコ 3 1.9 56,230 

ダイキン工業 1.4 － － 

電気機器（11.0％）    

ミネベアミツミ 6.6 6.6 16,318 

富士電機 4.9 3.9 25,186 

ニデック 0.7 － － 

オムロン 1.4 － － 

日本電気 3.4 3.4 26,353 

ソニーグループ 2.4 2.4 30,732 

ローム 2.5 4 11,414 

輸送用機器（7.0％）    

豊田自動織機 2.5 2.5 28,587 

スズキ 5 6.9 41,124 

精密機器（6.1％）    

ナカニシ 10.2 10.2 33,048 

ＨＯＹＡ 1.8 1.8 27,819 

その他製品（3.5％）    

バンダイナムコホールディングス 7.2 7.2 22,240 

ヤマハ 3.2 3.2 12,876 

陸運業（2.0％）    

東急 12.3 12.3 19,913 

情報・通信業（12.1％）    

ミンカブ・ジ・インフォノイド 5.9 5.9 7,498 

大塚商会 2.5 3.8 22,830 

オリコン 9.4 9.4 6,880 

ビジョン 14.4 12.6 16,732 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

日本電信電話 8.9 222.5 38,581 

光通信 1.3 1.3 28,067 

卸売業（0.5％）    

トラスコ中山 2.2 2.2 5,205 

小売業（14.8％）    

くら寿司 5.1 3.4 11,322 

ＢＥＥＮＯＳ 7.3 8.2 12,660 

ジェイドグループ 10.3 10.3 16,325 

良品計画 7.2 7.2 14,209 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 8.8 12.9 37,809 

日本瓦斯 14 14 31,031 

しまむら 1.6 1 14,495 

丸井グループ 9.4 － － 

アインホールディングス 2.4 2.4 9,964 

銀行業（7.1％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 31.2 31.2 38,688 

三井住友フィナンシャルグループ 4.4 4.4 32,150 

保険業（3.1％）    

アニコム ホールディングス 7.7 7.7 4,350 

第一生命ホールディングス 8.6 8.6 26,909 

その他金融業（2.8％）    

アルヒ 10.7 10.7 8,966 

プレミアグループ 13 13 19,240 

不動産業（2.2％）    

スター・マイカ・ホールディングス 16.5 16.5 10,345 

ケイアイスター不動産 2.8 2.8 11,998 

サービス業（7.0％）    

パーソルホールディングス 8.6 66 15,133 

リクルートホールディングス 6.3 6.3 28,973 

インソース 12.8 12.8 11,532 

日本ホスピスホールディングス 6.5 6.5 14,202 

合 計 
株 数 ・ 金 額 396 650 998,302 

銘柄数＜比率＞ 52 47 ＜98.3％＞ 
 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、このファンドが組み入れている親投資

信託の純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
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女性活力日本株マザーファンド 

第９期（2023年４月17日決算）〔計算期間：2022年４月19日～2023年４月17日〕 

 

法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの直前の計算期間にかかる運用状況をご報告申し上げ

ます。 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 親投資信託 

信託期間 無期限 

運用方針 信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。 

主要運用対象 
わが国の金融商品取引所に上場されている株式（上場予定の株式を含み
ます。）を主要投資対象とします。 

組入制限 
株式への投資割合には、制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

 

■最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

 
期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

５期(2019年４月17日) 17,375 △10.9 1,630.68 △ 5.7 98.6 － 2,141 

６期(2020年４月17日) 15,437 △11.2 1,442.54 △11.5 96.5 － 1,533 

７期(2021年４月19日) 21,586 39.8 1,956.56 35.6 97.8 － 1,378 

８期(2022年４月18日) 19,643 △ 9.0 1,880.08 △ 3.9 98.0 － 893 

９期(2023年４月17日) 21,843 11.2 2,026.97 7.8 97.4 － 1,028 
 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 
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■当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
東 証 株 価 指 数 
( Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年４月18日 19,643 － 1,880.08 － 98.0 － 

４月末 19,918 1.4 1,899.62 1.0 98.1 － 

５月末 20,262 3.2 1,912.67 1.7 97.9 － 

６月末 20,152 2.6 1,870.82 △0.5 98.5 － 

７月末 20,883 6.3 1,940.31 3.2 98.5 － 

８月末 21,445 9.2 1,963.16 4.4 98.9 － 

９月末 20,380 3.8 1,835.94 △2.3 97.9 － 

10月末 21,371 8.8 1,929.43 2.6 97.4 － 

11月末 21,953 11.8 1,985.57 5.6 97.5 － 

12月末 20,798 5.9 1,891.71 0.6 98.2 － 

2023年１月末 21,342 8.6 1,975.27 5.1 98.4 － 

２月末 21,622 10.1 1,993.28 6.0 98.4 － 

３月末 21,836 11.2 2,003.50 6.6 98.0 － 

(期  末)       

2023年４月17日 21,843 11.2 2,026.97 7.8 97.4 － 
 
（注）騰落率は期首比です。 
（注）株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。 

 

◆基準価額の推移 
当期の基準価額の期中騰落率は11.2％となりまし

た。 
一方で、参考指数である東証株価指数（ＴＯＰＩ

Ｘ）の期中騰落率は7.8％となりました。 
 

◆基準価額の主な変動要因 
(上昇要因） 
・ 欧米のインフレ率の上昇が一服し、中央銀行の積

極的な利上げ姿勢が後退することへの期待 
・ ゼロコロナ政策が解除され、今後の経済成長に楽

観的な見方が可能となった中国経済の存在 
・ 訪日外客数の回復等、国内経済活動の本格的な回

復への期待や今後の企業業績への期待 
・ 日本における女性の就業率や賃金の上昇 
 
(下落要因） 
・ 欧米中央銀行の積極的な利上げ政策に対する警戒

感の醸成 
・ 日本銀行の今後の政策運営に対する警戒感の高まり 
・ ウクライナを巡る地政学リスクの台頭 
 

 

 
（注）ＴＯＰＩＸは、期初の基準価額に合わせて指数化しておりま

す。 
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◆投資環境 
当期の国内株式市場は期初より、米国におけるインフレ進行やそれに伴う利上げ、経済への影響に対する

見通しの変化に市場は一喜一憂する展開となり、同期間、グローバルな株式市場は大きく下落する局面もみ
られましたが、国内株式市場は為替における円安の進行が支えとなったこともあり、2022年の12月初旬にか
けて緩やかな上昇基調となりました。 

その後は、日本銀行がイールドカーブ・コントロールの運営につき、長期金利の変動幅を従来の０％
±0.25％程度から０％±0.5％程度に拡大する決定をしたことや、為替市場において円高が進行したことが嫌
気されたこともあり、国内株式市場は反落しました。 

2023年に入り、長らくゼロコロナ政策を行っていた中国の経済再開や欧米のインフレピークアウトへの期
待、そして米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）を中心とする中央銀行の金融引き締めが一服するとの思惑から、
株価は上昇基調となったものの、同年３月中旬にかけては、欧米金融機関に対する経営不安が広がるなかで
株価は大きく下落しました。その後、日本政府観光局による３月分推計値の訪日外客数が新型コロナウイル
ス拡大前の2019年同月比65.8％まで回復したことが好感され、インバウンド関連銘柄が物色されたこともあ
り、やや値を戻して期間内の取引を終了しました。 

 

◆当ファンドのポートフォリオ 
業種別配分については当期末において小売業、電気機器、情報・通信業などが構成比率の上位を占めまし

た。 
期中に新規銘柄の組み入れや売却を行った結果、期末の保有銘柄数は52銘柄となりました。また、各企業

のファンダメンタルズや株価動向に鑑み、組入比率の調整も適宜行いました。 

 

◆今後の運用方針 
引続きファンドの基本方針に則り、日本の新たな成長戦略の中核と位置づけられる「女性の活躍」をテー

マに、中期的に投資魅力が高いと判断される銘柄に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指します。 
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■１万口当たりの費用明細 (2022年４月19日～2023年４月17日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 売買委託手数料 2 0.008 (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 
期中の平均基準価額は、20,996円です。 

 （株 式） (2) (0.008) 

（b） その他費用 0 0.002 (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （その他） (0) (0.002) 金融商品取引に要する諸費用 

 合 計 2 0.010  

 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数点以下第３位未満は四捨五入してあります。 

 

■売買及び取引の状況 (2022年４月19日～2023年４月17日) 

株式 
 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円  千株  千円 
上場 56 144,416 37 96,944 
 (27) (   －)   

 
（注）金額は受け渡し代金。 
（注）単位未満は切り捨て。 
（注）( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

■株式売買比率 (2022年４月19日～2023年４月17日) 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 241,361千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 945,694千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.25 
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
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■利害関係人との取引状況等 (2022年４月19日～2023年４月17日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

■組入資産の明細 (2023年４月17日現在) 
国内株式 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（3.8％）    

五洋建設 32 34.8 21,958 

エクシオグループ 5.9 6.5 15,853 

食料品（1.2％）    

ニチレイ 4.1 4.4 11,805 

化学（3.6％）    

東京応化工業 3.2 3.5 24,815 

ポーラ・オルビスホールディングス 8 6.1 10,998 

医薬品（3.8％）    

アステラス製薬 11.1 10.9 21,794 

参天製薬 13.5 14.6 15,987 

ガラス・土石製品（2.0％）    

ニチアス 7.1 7.7 20,258 

機械（7.6％）    

ディスコ 0.9 3 43,920 

ダイキン工業 1.6 1.4 32,270 

電気機器（13.0％）    

ミネベアミツミ － 6.6 16,018 

富士電機 3.9 4.9 25,186 

ニデック 2.7 0.7 4,732 

オムロン 2.6 1.4 10,642 

日本電気 3.1 3.4 17,578 

ソニーグループ 2.2 2.4 29,124 

ローム 2.3 2.5 26,750 

輸送用機器（4.2％）    

豊田自動織機 2.3 2.5 18,400 

スズキ 4.6 5 23,605 

精密機器（5.2％）    

ナカニシ 8.2 10.2 26,683 

ＨＯＹＡ 1.6 1.8 25,875 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

その他製品（3.8％）    

バンダイナムコホールディングス 2.4 7.2 21,319 

フジシールインターナショナル 7.3 － － 

ヤマハ 3 3.2 16,896 

陸運業（2.2％）    

東急 11.3 12.3 22,422 

情報・通信業（11.5％）    

ミンカブ・ジ・インフォノイド 4.3 5.9 10,401 

大塚商会 2.3 2.5 12,050 

オリコン 8.7 9.4 10,565 

ＥＭシステムズ 8 － － 

ビジョン 13.3 14.4 23,400 

日本電信電話 9 8.9 35,333 

光通信 1.1 1.3 23,647 

ＳＣＳＫ 6.1 － － 

卸売業（0.5％）    

トラスコ中山 1.9 2.2 4,910 

小売業（15.8％）    

くら寿司 2.8 5.1 17,238 

ＢＥＥＮＯＳ 4.9 7.3 14,388 

ロコンド 9.5 10.3 15,130 

良品計画 6.1 7.2 10,260 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 6.2 8.8 22,475 

日本瓦斯 12.8 14 25,032 

しまむら 1.5 1.6 20,048 

丸井グループ 8.7 9.4 19,627 

アインホールディングス 2.2 2.4 13,632 

銀行業（5.2％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 28.7 31.2 27,137 

三井住友フィナンシャルグループ 4.2 4.4 24,525 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

保険業（2.5％）    

アニコム ホールディングス 7 7.7 4,111 

第一生命ホールディングス 6.5 8.6 21,190 

その他金融業（3.3％）    

アルヒ 9.8 10.7 11,620 

プレミアグループ 4 13 21,580 

不動産業（2.2％）    

スター・マイカ・ホールディングス 7.5 16.5 11,071 

ケイアイスター不動産 3 2.8 11,396 

サービス業（8.6％）    

パーソルホールディングス 7.8 8.6 23,340  

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

リクルートホールディングス 6 6.3 23,820 

インソース 6 12.8 15,923 

日本ホスピスホールディングス 5.9 6.5 23,465 

合 計 
株 数 ・ 金 額 350 396 1,002,214 

銘柄数＜比率＞ 54 52 ＜97.4％＞ 

 
（注）銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比

率。 
（注）評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
（注）評価額の単位未満は切り捨て。 
（注）－印は組み入れなし。 
 

 

■投資信託財産の構成 (2023年４月17日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 1,002,214 96.6 

コール・ローン等、その他 35,585 3.4 

投資信託財産総額 1,037,799 100.0 
 
（注）金額の単位未満は切り捨て。 
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■資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年４月17日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,037,799,880 

 コール・ローン等 11,054,194 

 株式(評価額) 1,002,214,610 

 未収入金 14,128,226 

 未収配当金 10,402,850 

(B) 負債 9,131,113 

 未払解約金 9,130,525 

 その他未払費用 588 

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,028,668,767 

 元本 470,946,809 

 次期繰越損益金 557,721,958 

(D) 受益権総口数 470,946,809口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 21,843円 
 
（注）当親ファンドの期首元本額は454,760,537円、期中追加設定

元本額は83,243,330円、期中一部解約元本額は67,057,058円
です。 

（注）当親ファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、
女性活力日本株ファンド 470,946,809円です。 

（注）１口当たり純資産額は2.1843円です。 
 

■損益の状況 (2022年４月19日～2023年４月17日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 21,107,660 

 受取配当金 21,103,900 

 受取利息 2 

 その他収益金 3,758 

(B) 有価証券売買損益 79,427,231 

 売買益 114,031,434 

 売買損 △ 34,604,203 

(C) 保管費用等 △   15,324 

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 100,519,567 

(E) 前期繰越損益金 438,539,698 

(F) 追加信託差損益金 92,800,141 

(G) 解約差損益金 △ 74,137,448 

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 557,721,958 

 次期繰越損益金(Ｈ) 557,721,958 
 
（注）損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えに

よるものを含みます。 
（注）損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の
際、元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 

 

 

■お知らせ 

約款変更のお知らせ 

 運用をニュートン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社に委託しましたので、約款に所

要の変更を行いました。（2023年３月１日付） 

 なお、本変更による、運用哲学、運用プロセスに変更はございません。 

 


